
 

生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(671,764) (671,764) (671,764)

0 0

＜671,764＞ ＜671,764＞ ＜671,764＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(9,100) (9,100) (7,500) (1,600)

0 0

＜9,100＞ ＜9,100＞ ＜7,500＞ ＜1,600＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(26,250) (26,250) (26,250)

0 0

＜26,250＞ ＜26,250＞ ＜26,250＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(140,000) (140,000) (140,000)

0 0

＜140,000＞ ＜140,000＞ ＜140,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,203,816) (1,203,816) (1,386,210) -(182,394)

0 0

＜1,203,816＞ ＜1,203,816＞ ＜0＞ ＜1,386,210＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ -＜182,394＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(760,000) (760,000) (220,000) (480,000) (60,000)

0 0

＜760,000＞ ＜760,000＞ ＜0＞ ＜220,000＞ ＜480,000＞ ＜60,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(61,122) (61,122) (6,789) (12,336) (41,997)

0 0

＜61,122＞ ＜61,122＞ ＜0＞ ＜6,789＞ ＜12,336＞ ＜41,997＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,322,358) (1,322,358) (487,540) (834,818)

0 0

＜1,322,358＞ ＜1,322,358＞ ＜0＞ ＜487,540＞ ＜834,818＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(21,420) (21,420) (21,420)

0 0

＜21,420＞ ＜21,420＞ ＜0＞ ＜21,420＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(704,215) (704,215) (6,204) (55,350) (134,440) (130,716) (127,284) (126,950) (123,271)

116,736 116,736 116,736

＜820,951＞ ＜820,951＞ ＜0＞ ＜6,204＞ ＜55,350＞ ＜134,440＞ ＜130,716＞ ＜127,284＞ ＜126,950＞ ＜123,271＞ ＜116,736＞

(104,481) (104,481) (1,451) (9,104) (17,717) (20,923) (19,836) (18,103) (17,347)

14,224 14,224 14,224

＜118,705＞ ＜118,705＞ ＜0＞ ＜1,451＞ ＜9,104＞ ＜17,717＞ ＜20,923＞ ＜19,836＞ ＜18,103＞ ＜17,347＞ ＜14,224＞

(25,568) (25,568) (25,568)

0 0

＜25,568＞ ＜25,568＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜25,568＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(182,394) (182,394) (182,394)

0 0

＜182,394＞ ＜182,394＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜182,394＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

3

令和3年度

5 ◆ A - 1 - 2 - 1 災害公営住宅駐車場整備事業 門田町 県 県 直接 26,250

交付
団体

1

A -

地区名
施設名

事業番号
（注１）

全体事業費
（注４）

4 ◆ A - 1 - 1

16 ◆ A

25

-

-

直接 671,764 25災害公営住宅整備事業

令和2年度

各年度の交付対象事業費

11

～

1 -

直接 182,394- 2 災害公営住宅整備事業（効果促進事業） 城北町 県 県

県

1

29県 直接 23,0005 災害公営住宅整備事業 古川町

- 3

15 A

東日本大震災特別家賃低減事業

4

1

令和3年10月時点

単年度型

14 ◆ A 28

820,951112

2 A - 1

- 2

24

1

1

平成29年度 平成30年度 令和元年度

- 1 - 1

直接 9,100 25

61,122

直接

◆ A -

会津若松市内 県13 3 -

会津若松市内

1 - 3

県

-

A

A

1

A

-

1

県 県

-

-

- 21,420

県

災害公営住宅駐車場整備事業

単年度型

～ 30 基金型

（単位：千円）

～ 25

県 直接

災害公営住宅整備事業 古川町 県 県 直接

災害公営住宅駐車場整備事業 城北町 県

562,122 24

単年度型

26 単年度型

基金設置の有無：

2

25,568 基金型

～ 3

26 ～

県 直接

会津若松市内 県

～

26

県 28

直接

A

白虎町 県 県

118,705

26

災害公営住宅家賃低廉化事業

4

直接／間接

1,167,816

復興交付金の
交付を受けた
災害公営住宅
整備事業等の
総交付対象事

業費
（注５）

（様式１－２）

7 災害公営住宅整備事業 城北町 県

10 災害公営住宅整備事業-

平成２６年３月

直接

3

140,000

会津若松市

2

No.
事業名
（注２）

- 1 -

-

1 -

1 県

県

-

-

事業
実施
主体

門田町 県 県

- 1

1-

-

災害公営住宅整備事業 県古川町 県

県

災害公営住宅駐車場整備事業 古川町 県 県

29

28

基金型
【他事業より流用】（平成29年4月1日）
流用先：A-1-3 災害公営住宅整備事業（城北町）
流用額：23,000千円（国費：20,125千円）【測量設計費】【工
事費】
流用後交付対象事業費：23,000千円（国費：20,125千円）

備　考（注７）

25 26

基金型

27

～

26

26

28

28

26

基金型
【他事業へ流用】（平成28年5月10日）
流用先：A-1-4 災害公営住宅整備事業（白虎町）
流用額：13,000千円（国費：11,375千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,373,210千円（国費：1,201,558
千円）
【他事業へ流用】（平成29年4月1日）
流用先：A-1-5 災害公営住宅整備事業（古川町）
流用額：23,000千円（国費：20,125千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,350,210千円（国費：1,181,433
千円）

事業内容の確定に伴い、移管道路及び移管公園、移管
水路（付替部分）を効果促進事業へ見直し。

～

26 ～

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

全体事業
期間

（注６）

災害公営住宅整備事業 門田町 県 県 直接

～

～

～ 26 単年度型

～

直接 1,335,358

760,000

～ 251,719,836

基金型

単年度型

9 D - 13 - 1 被災者生活支援事業

白虎町-

8 国道118号交差点改良事業 門田町-

6 A

A

F

直接

26 ～ 28

直接

基金型
【他事業より流用】（平成28年5月10日）
流用先：A-1-3 災害公営住宅整備事業（城北町）
流用額：13,000千円（国費：11,375千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,335,358千円（国費：1,168,438
千円）

1

1

総交付対象
事業費
（注３）

26 ～ 3

直接

事業内容の確定に伴い、移管道路及び移管公園、移管
水路（付替部分）を効果促進事業へ見直し。



 

生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

令和3年度

交付
団体

地区名
施設名

事業番号
（注１）

全体事業費
（注４）令和2年度

各年度の交付対象事業費

令和3年10月時点

平成29年度 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

基金設置の有無：

直接／間接

復興交付金の
交付を受けた
災害公営住宅
整備事業等の
総交付対象事

業費
（注５）

（様式１－２）

平成２６年３月

会津若松市

No.
事業名
（注２）

事業
実施
主体

備　考（注７）
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

(5,232,488) (5,232,488) (845,514) (2,131,214) (1,417,176) (254,154) (151,639) (147,120) (145,053) (140,618) (0)

130,960 130,960 0 0 0 0 0 0 0 0 130,960

＜5,363,448＞ ＜5,363,448＞ ＜845,514＞ ＜2,131,214＞ ＜1,417,176＞ ＜254,154＞ ＜151,639＞ 147,120 ＜145,053＞ ＜140,618＞ ＜130,960＞

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(5,232,488) (5,232,488) (845,514) (2,131,214) (1,417,176) (254,154) (151,639) (147,120) (145,053) (140,618) (0)

130,960 130,960 0 0 0 0 0 0 0 0 130,960

＜5,363,448＞ ＜5,363,448＞ ＜845,514＞ ＜2,131,214＞ ＜1,417,176＞ ＜254,154＞ ＜151,639＞ ＜147,120＞ ＜145,053＞ ＜140,618＞ ＜130,960＞

(4,967,756) (4,967,756) (811,764) (2,108,194) (1,391,608) (254,154) (151,639) -(35,274) (145,053) (140,618) (0)

130,960 130,960 0 0 0 0 0 0 0 0 130,960

＜5,098,716＞ ＜5,098,716＞ ＜811,764＞ ＜2,108,194＞ ＜1,391,608＞ ＜254,154＞ ＜151,639＞ -＜35,274＞ ＜145,053＞ ＜140,618＞ ＜130,960＞

(264,732) (264,732) (33,750) (23,020) (25,568) (0) (0) (182,394) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜264,732＞ ＜264,732＞ ＜33,750＞ ＜23,020＞ ＜25,568＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜182,394＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県

（注１）　「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）　「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）　「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。ただし、復興交付金の交付を受けた災害公営住宅事業等がある場合は、交付期間にかかわらず、当該事業費を含める。
（注４）　「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。
（注５）　居住制限者のための災害公営住宅整備事業等として復興交付金の交付を受けた事業については、復興交付金事業計画に記載された当該災害公営住宅整備事業等の総交付対象事業費を記載する。
　　　　　その場合は、「総交付対象事業費」欄及び「各年度の交付対象事業費」欄は空欄とする。
（注６）　「全体事業期間」は、平成29年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成29年度以降も含めて記載をする。
（注７）　年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。
（注８）　担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。
（注９）　上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注１０）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。

担当者氏名

電話番号

土木部　建築住宅課

市町村名 メールアドレス

都道県名

024-521-8187

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（ う ち 避 難 者 支 援 事 業 等 ）

五十嵐　啓喜

　　　　

igarashi_hiroki_01@pref.fukushima.lg.jp

合　　 計

（ う ち 市 町 村 交 付 分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）

担当部局名

mailto:igarashi_hiroki_01@pref.fukushima.lg.jp


平成２５年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(671,764) (671,764) (587,793)

＜671,764＞ ＜671,764＞ ＜587,793＞

(7,500) (7,500) (6,000)

＜7,500＞ ＜7,500＞ ＜6,000＞

(26,250) (26,250) (21,000)

＜26,250＞ ＜26,250＞ ＜21,000＞

(140,000) (140,000) (122,500)

＜140,000＞ ＜140,000＞ ＜122,500＞

(845,514) (845,514) (737,293) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜845,514＞ ＜845,514＞ ＜737,293＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８０４９ inoue_shintaro_01@pref.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課 井ノ上　真太郎

 Ａ  －   1  －

 災害公営住宅整備事業  古川町  県  県  直接 3/4

-

6  A  -   1  -   1

  1  災害公営住宅駐車場整備事業  門田町  県  県  直接5  ◆   2  －

 －

 県  直接 3/4

4  ◆  Ａ  －   1  －   1

  2  災害公営住宅整備事業  門田町  県3  Ａ  －   1  －

 直接 -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  1  災害公営住宅駐車場整備事業  古川町  県  県

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２６年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,386,210) (1,386,210) (1,212,933)

＜1,386,210＞ ＜1,386,210＞ ＜1,212,933＞

(220,000) (220,000) (176,000)

＜220,000＞ ＜220,000＞ ＜176,000＞

(1,600) (1,600) (1,280)

＜1,600＞ ＜1,600＞ ＜1,280＞

(487,540) (487,540) (426,597)

＜487,540＞ ＜487,540＞ ＜426,597＞

(21,420) (21,420) (17,136)

＜21,420＞ ＜21,420＞ ＜17,136＞

(6,204) (6,204) (5,428)

＜6,204＞ ＜6,204＞ ＜5,428＞

(1,451) (1,451) (1,088)

＜1,451＞ ＜1,451＞ ＜1,088＞

(2,124,425) (2,124,425) (1,840,462) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜2,124,425＞ ＜2,124,425＞ ＜1,840,462＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名：

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  国道118号交差点改良事業  門田町  県  県 

 県  直接 3/4 災害公営住宅整備事業  城北町  県

 直接 3/58  F  －   1  －   1

  37  A  -   1

災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内 県 県 直接 3/4

-

12 A - 2 - 1

  1  災害公営住宅駐車場整備事業  城北町  県  県  直接11  ◆  A  -   1  -

113 A - 3 -

  3  -

     

県 直接 1/2東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内 県

        

10  A  -   1  -

4  ◆  A  -   1  -

 -

井ノ上　真太郎

  1  -   1  災害公営住宅駐車場整備事業  古川町  県  県  直接 -

  4

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８０４９ inoue_shintaro_01@pref.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課

 災害公営住宅整備事業  白虎町  県  県  直接 3/4



（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。



平成２７年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(480,000) (480,000) (377,500)

0

＜480,000＞ ＜480,000＞ (377,500)

(834,818) (834,818) (730,465)

0

＜834,818＞ ＜834,818＞ ＜730,465＞

(55,350) (55,350) (48,431)

＜55,350＞ ＜55,350＞ ＜48,431＞

(9,104) (9,104) (6,828)

＜9,104＞ ＜9,104＞ ＜6,828＞

(25,568) (25,568) (20,454)

0

＜25,568＞ ＜25,568＞ ＜20,454＞

(1,404,840) (1,404,840) (1,183,678) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜1,404,840＞ ＜1,404,840＞ ＜1,183,678＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名：

 国道118号交差点改良事業  門田  県  県  直接 11/20

 災害公営住宅整備事業  白虎町  県  県  直接 3/4

8  F

10  A  -   1  - 4

 -   1  - 1

 県  県  直接 3/4

 東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内  県  県  直接 1/213  Ａ  －   3  －   1

 災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内12  A  -   2  -   1  

－14 ◆ A - 1 - 4 - 1 災害公営住宅駐車場整備事業 白虎町 県 県 直接

森上　直将

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８０４９ morikami_naomasa_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課

mailto:morikami_naomasa_01@pref.fukushima.lg.jp


平成28年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
福島県等以外の者が負担

する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(60,000) (60,000) (46,500)

0

＜60,000＞ ＜60,000＞ ＜46,500＞

(0) (0) (0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(134,440) (134,440) (117,635)

＜134,440＞ ＜134,440＞ ＜117,635＞

(17,717) (17,717) (13,287)

＜17,717＞ ＜17,717＞ ＜13,287＞

(212,157) (212,157) (177,422) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜212,157＞ ＜212,157＞ ＜177,422＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 県  直接 3/4

8  F  -   1  - 1

  3  災害公営住宅整備事業  城北町  県7  A  -   1  -

10  A  -   1  - 4 3/4 災害公営住宅整備事業  白虎町  県  県  直接

 直接 11/20 国道118号交差点改良事業  門田  県  県

 直接 3/4

13  Ａ  －   3  －   1

  災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内  県  県12  A  -   2  -   1

1/2 東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内  県  県  直接

【他事業より流用】（平成28年5月10日）
流用先：A-1-3 災害公営住宅整備事業（城北町）
流用額：13,000千円（国費：11,375千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,335,358千円（国費：
1,168,438千円）

【他事業へ流用】（平成28年5月10日）
流用先：A-1-4 災害公営住宅整備事業（白虎町）
流用額：13,000千円（国費：11,375千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,373,210千円（国費：
1,201,558千円）

森上　直将

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８０４９ morikami_naomasa_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課

mailto:morikami_naomasa_01@pref.fukushima.lg.jp


平成29年度 生活拠点形成事業等

国土交通省 令和3年10月時点

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
福島県等以外の者が負担

する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0)

130,716 130,716 114,376

＜130,716＞ ＜130,716＞ ＜114,376＞

(0) (0) (0)

20,923 20,923 15,692

＜20,923＞ ＜20,923＞ ＜15,692＞

(0) (0) (0)

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0)

151,639 151,639 130,068 0 0

＜151,639＞ ＜151,639＞ ＜130,068＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

【他事業より流用】（平成29年4月1日）
流用先：A-1-3 災害公営住宅整備事業（城北町）
流用額：23,000千円（国費：20,125千円）【測量設計
費】【工事費】
流用後交付対象事業費：23,000千円（国費：20,125
千円）

會田　直也

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８０４９ aita_naoya_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課

 県  直接 1/2 東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内  県

 直接 3/4 災害公営住宅整備事業  古川町  県  県15  A  -   1  -   5

  113 A - 3 -

12 A - 2 -   1   災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内  県  県  直接 3/4

 県  直接 3/4

【他事業へ流用】（平成29年4月1日）
流用先：A-1-5 災害公営住宅整備事業（古川町）
流用額：23,000千円（国費：20,125千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,350,210千円（国費：
1,181,433千円）

  3  災害公営住宅整備事業  城北町  県7  A  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名：

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成30年度 生活拠点形成事業等

国土交通省 令和3年10月時点

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
福島県等以外の者が負担

する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

-(182,394) -(182,394) -(159,594)

-＜182,394＞ -＜182,394＞ -＜159,594＞

(127,284) (127,284) (111,373)

＜127,284＞ ＜127,284＞ ＜111,373＞

(19,836) (19,836) (14,877)

＜19,836＞ ＜19,836＞ ＜14,877＞

(182,394) (182,394) (145,915)

＜182,394＞ ＜182,394＞ ＜145,915＞

(147,120) (147,120) (126,250) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜147,120＞ ＜147,120＞ ＜112,571＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

3

【他事業へ流用】（平成28年5月10日）
流用先：A-1-4 災害公営住宅整備事業（白虎町）
流用額：13,000千円（国費：11,375千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,373,210千円（国費：
1,201,558千円）
【他事業へ流用】（平成29年4月1日）
流用先：A-1-5 災害公営住宅整備事業（古川町）
流用額：23,000千円（国費：20,125千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：1,350,210千円（国費：
1,181,433千円）

事業内容の確定に伴い、移管道路及び移管公園、
移管水路（付替部分）を効果促進事業へ見直し。

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名：

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

県

13  県

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

12  A  -   2  県  県  直接 3/4 災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内

A - 3

 -   1

16 ◆ A

 県  直接 1/2

7 A - 1 -

-   1  東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内

県 直接 3/4災害公営住宅整備事業 城北町

事業内容の確定に伴い、移管道路及び移管公園、
移管水路（付替部分）を効果促進事業へ見直し。

- 2 災害公営住宅整備事業（効果促進事業） 城北町 県 県 直接 4/5- 1 - 3

aita_naoya_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課 會田　直也

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８３８７



会津若松市 令和元年度 生活拠点形成事業等

国土交通省 令和3年10月時点

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
福島県等以外の者が負担

する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(126,950) (126,950) (110,833)

＜126,950＞ ＜126,950＞ ＜110,833＞

(18,103) (18,103) (13,577)

＜18,103＞ ＜18,103＞ ＜13,577＞

(0) (0) (0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(145,053) (145,053) (124,410) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜145,053＞ ＜145,053＞ ＜124,410＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

省庁名：

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

生活拠点形成事業計画

 -   1

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

12  A  -   2  県  県  直接 3/4 災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内

 県  県  直接 1/2-   1  東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内13 A - 3

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８３８７ watanabe_takumi_03@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課 渡邉　匠

mailto:watanabe_takumi_03@pref.fukushima.lg.jp


会津若松市 令和２年度 生活拠点形成事業等

国土交通省 令和3年10月時点

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(123,271) (123,271) (107,862)

0

＜123,271＞ ＜123,271＞ ＜107,862＞

(17,347) (17,347) (13,010)

0

＜17,347＞ ＜17,347＞ ＜13,010＞

(0) (0) (0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(140,618) (140,618) (120,872) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜140,618＞ ＜140,618＞ ＜120,872＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８３８７ hirano_yu_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課 平野　悠

 県  直接 1/2  1  東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内  県13 A - 3 -

  1

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

12  A  -   2  -  県  直接 3/4 災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内  県

（様式１－４）

生活拠点形成事業計画

省庁名：

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

mailto:hirano_yu_01@pref.fukushima.lg.jp


会津若松市 令和3年度 生活拠点形成事業等

国土交通省 令和3年10月時点

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

116,736 116,736 98,253

＜116,736＞ ＜116,736＞ ＜98,253＞

(10,668)

14,224 14,224 10,668

＜14,224＞ ＜14,224＞ ＜10,668＞

(0) (0) (0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (10,668) (0) (0)

130,960 130,960 108,921 0 0

＜130,960＞ ＜130,960＞ ＜108,921＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８187 igarashi_hiroki_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課 五十嵐　啓喜

 県  直接 1/2  1  東日本大震災特別家賃低減事業  会津若松市内  県13 A - 3 -

  1

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

12  A  -   2  -  県  直接 3/4 災害公営住宅家賃低廉化事業  会津若松市内  県

（様式１－４）

生活拠点形成事業計画

省庁名：

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

mailto:igarashi_hiroki_01@pref.fukushima.lg.jp


平成２６年度 生活拠点形成事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(6,789) (6,789) (6,789)

0 0 0

＜6,789＞ ＜6,789＞ ＜6,789＞

(6,789) (6,789) (6,789) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜6,789＞ ＜6,789＞ ＜6,789＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

-

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

県 直接 定額1 被災者生活支援事業 福島市内 県9 D - 13

 

須賀　明弘

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８６１７ suga_akihiro_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 避難地域復興局生活拠点課

mailto:suga_akihiro_01@pref.fukushima.lg.jp


平成２７年度 生活拠点形成事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(12,336) (12,336) (12,336)

0 0 0

＜12,336＞ ＜12,336＞ ＜12,336＞

(12,336) (12,336) (12,336) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜12,336＞ ＜12,336＞ ＜12,336＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

-

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

県 直接 定額1 被災者生活支援事業 会津若松市内 県9 D - 13

 

須賀　明弘

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８６１７ suga_akihiro_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 避難地域復興局生活拠点課

mailto:suga_akihiro_01@pref.fukushima.lg.jp


平成２８年度 生活拠点形成事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(41,997) (41,997) (41,997)

0 0

＜41,997＞ ＜41,997＞ ＜41,997＞

(41,997) (41,997) (41,997) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜41,997＞ ＜41,997＞ ＜41,997＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

会津若松市 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和3年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

-

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

県 直接 定額1 被災者生活支援事業 会津若松市内 県9 D - 13

 

須賀　明弘

市町村名 電話番号 ０２４－５２１－８６１７ suga_akihiro_01@pref.fukushima.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 避難地域復興局生活拠点課

mailto:suga_akihiro_01@pref.fukushima.lg.jp

